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未来に備える社会保障の考え方 

平成平成平成平成 26262626 年度決算から早急に求められる社会保障制度改革年度決算から早急に求められる社会保障制度改革年度決算から早急に求められる社会保障制度改革年度決算から早急に求められる社会保障制度改革    

川崎市議会議員（麻生区選出、無所属） 

月本たくや 

 

月本たくやレポート編集部 〒215-0024 川崎市麻生区白鳥 2-3-2 K コーポ白鳥 103 

TEL：044-986-6010 FAX：044-330-1563 Email：mail@tsukimoto.info 

レポート 【第 27 号】 

✔人口推計が示すもの 

月本たくや事務所 

麻生区白鳥 2-3-2 K コーポ白鳥 103 

ＴＥＬ 044(986)6010  FAX 044(330)1563 

月本たくや 検索 

月本たくやプロフィール 

昭和 53 年 大阪府豊中市生まれ。神奈川大学法学部法律学科卒業後、建築設備メーカーに就職。 

川崎市長政務秘書、衆議院議員公設秘書（麻生区・国会担当）等を経て、平成 23 年より川崎市議会議員（2 期）。 

交渉会派団長（最年少）、議会運営委員会委員、川崎市農業委員（議会推薦）等を経て、平成 25 年 5 月より無所属。 

現在 川崎市議会議員 2 期（麻生区選出、無所属） 健康福祉委員会 NPO 法人防犯ネットワーク理事・麻生区支部長 

川崎市麻生区男子ソフトボール連盟副会長 麻生区白鳥在住 家族：妻（会社員） 血液型：A 型 

平成 26 年度は市税収入が過去最高になりましたが、社会保障関連経費のうち特に扶助費は引き続

き増大しています。 

「人口も収入が増えているんだから、大丈夫でしょ？」 

という意見をされる方がいますが、将来を考えると、非常に厳しい状況です。 

 下の図表１は、川崎市の年齢３区分別人口を示しています。真ん中の 15～64 歳が生産年齢人口

で、これから 10 年は増えますが、それ以上に 65 歳以上人口が増加しています。さらには 15 年後

をピークに人口減になるものの 65 歳以上の人口は増加し、減少して行くのは生産年齢人口。すなわ

ち、支える世代が少なくなります。 

 すると、同じサービスを続けて行くべきかどうかを見直していく時期にきているということです。 

指導監査体制の検証プロジェクト設置へ 

 

介護サービス事業所や障害福祉サービス事業所の介護サービス事業所や障害福祉サービス事業所の介護サービス事業所や障害福祉サービス事業所の介護サービス事業所や障害福祉サービス事業所の事業所数は毎年増加事業所数は毎年増加事業所数は毎年増加事業所数は毎年増加    

介護サービス事業所は、特別養護老人ホームや有料老人ホームを始めとした入所型の施設や高齢者の通所型の施設

で、介護保険のサービスを利用する事業所です。平成 24 年度 1,755 か所から、2 年で 1,994 か所へ、毎年 100 施設

以上増加。 

障害福祉サービス事業所は、入所施設、通所施設、居宅型サービス、グループホーム、相談事業等のサービスを利

用する事業所で、平成 24 年度 666 か所から、2 年で 795 か所へ、こちらは 2 年で 100 施設以上増加。 
 

現在の指導監査体制について現在の指導監査体制について現在の指導監査体制について現在の指導監査体制について    

平成 26 年度に健康福祉局内の指導体制が変更し、従来、指導監査を専門的に行って来た、監査・指導課から、社

会福祉法人は企画課へ、各事業所はそれぞれの専門の課、いわば、高齢者施設は高齢者事業推進課、障害者施設は障

害計画課へと体制が変更されました。 

この目的は、各専門課が施設を指導監査する方が、複雑なサービス形態や施設の内容をしっかり把握できるという

ことで、その方向性自体は理解できますが、現実的に現地に足を運んでの指導監査の数が前年度より減少しています。 

有料老人ホーム等の入所型の高齢者施設は、年間 20 施設程度の実地指導（現地での指導）ですから、市内に 250

を超える施設があるため、12 年に 1 回程度しか実地が行われないわけです。 

また、組織改編により、高齢者施設は高齢者事業推進課の中に指導監査の専門担当が設置されましたが、障害者施

設については、障害計画課の担当で、事業所開設の窓口業務等を行いながら、指導監査を行うということになり、実

地指導や監査の数が、平成 25 年度 95 か所の実地指導から平成 26 年度は 16 か所へ激減しました。 
 

質問の答弁から質問の答弁から質問の答弁から質問の答弁から    

どのサービスの利用者も社会的弱者であり、人の命や心に影響するものです。そして、これらのサービスには介護

保険を始めとした税負担部分が少なからずあります。 

実地指導は、ただ施設を監視するということではなく、施設の問題点や相談事を受け、適切に指導していくという

ことが目的になっています。すると、施設に足を運ぶということは大切で、マンパワー不足は否めませんし、今日異

動して来た職員が明日から指導監査に出かけられるものでもありません。また、実地指導は、施設ごとに５年以内に

１度は行くべきと言う目標も示されていますが、職員だけで賄うのは、現時点での体制では追いつかない事実もあり

ます。自治体によっては、社会福祉法人のみの担当としてですが、特別職で指導監査専門員制度を設置している事例

もあります。 

これらの社会福祉施設は、専門的な見地が必要ですから、このような制度も含め、検討すべきと解決策の一つを提

案したところ、実地指導の数が減っているという事実の検証に務めていき、指導監査体制の見直しを進めるために、

「局内にプロジェクトを設置する」という健康福祉局長答弁がありました。 

平成 28 年度には新たな体制に見直せるように、強く要望しましたので、今後の局の動きに注視していきます。 

※川崎市資料より 
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✔社会保障関連経費の誤差が現すもの 

社会保障関連経費の大半を占める扶助費が、一般会計に占める割合が年々高くなっています。扶助費

は、社会保障制度の一環として、生活困窮者、児童、高齢者、障がい者等を援助するために要する経費

で、代表的なものとして、生活保護費や児童手当等が挙げられます。 

✔月本の提案 

◇困っているところへの給付と困らないようにするには？ 

◇保育所設置増や補助金拡大の財政を考えない待機児童対策からの脱却 

 生活保護世帯数は、図表４のように推移しています。若年層は「その他」世帯に分類されますが、近

年増加が鈍化傾向にあり、景気動向もさることながら、川崎市の就労支援対策が一定程度効果を生んで

います。 

しかし、高齢者世帯は増加の一途をたどります。平成 29 年の国民年金受給資格の緩和により、多少

の変化が予測されても、高齢者の保護世帯数は増加して行くと思われます。制度が出来た当時の生活保

護の考え方は最低限度の生活が送れるようにということでしたが、およそ 70 万世帯の川崎市で 2 万 4

千世帯を超える保護世帯ということは、3％を超えており、その比率が高まる傾向にあるということは、

本来の生活保護制度の意味合いとはかけ離れているのではと思います。 

そもそも、高齢者が生活保護を受けなくてもいいようにするためには、主権者教育で子どもたちにラ

イフステージ教育を進めて行くことは最低限として、現在の成人のうち、子育てや生活の状況が予測し

やすくなる 40 代から将来設計を見つめる機会をつくることです。 

これらの対応として、ライフプランナーの活用やセミナーの実施、保険年金の書類送付時の案内・啓

発など、様々な手法を取るべきです。 

「老後は国民年金だけでは生活できない」という自覚をもって、自らの人生の計画を立てるというこ 

扶助費の伸びは、高齢化

による影響もさることな

がら、保育所関連や障がい

者関連の扶助費の伸びが

高いのが近年の特徴です。 

このような傾向に基づ

き、川崎市は毎年財政収支

推計を発表しています。こ

の推計は、国や県負担の金

額を省いた市負担を示し

ていますが、国の政策や市

の方針転換により大きく

影響を受けるため、予算を ※川崎市資料より 

組む段階で、この推計から大きな変化が生ずることは考えられますし、平成 26 年度予算は福田市長に

なって初の予算ですから、推計からのズレは予想されます。 

 しかし、扶助費が、予算から決算の間での誤差が大きくなっています。図表２は、扶助費の決算額の

この 10 年の推移と一般会計における構成比を示していますが、すでに 25％を超えています。 

そして、図表３は、国や県の負担を除いた市の財政収支と決算の比較および、予算との比較表です。

市長交代の影響から扶助費が、推計と決算の誤差は理解できますが、予算との差でも扶助費が大きく増

加しています。 

図表２ 

 生活保護扶助費は、景気動

向と市の施策として進めて

きた就労対策や障害年金対

策等の一定の効果が現れて

いるため、高齢者世帯を除く

生活保護世帯が減少もしく

は鈍化傾向を示し、予算より

も３億円の減少を示しまし

た。しかし、扶助費が 29 億

円の増と言うことは、その他

の扶助費がおよそ 32 億円

増加しているわけです。市負

担の歳出 3,537 億円のう

ち、扶助費の増加分だけで実

に 0.9%を占めるというの

は、予算の精度の問題と市と

しての社会保障政策の課題

を示しています。 

とを考える機会を

つくり、また、それ

ぞれの人が計画を

つくる上でのサポ

ートを行っていく

ことで、将来の負担

抑制につながりま

すので、早急な対応

が必要であること

を市に提案してい

ます。 

 「待機児童ゼロ」という話がこの春にニュースとして出ましたが、これまでも市の政策により、減少

傾向にありましたが、補助金の拡大を進めた財政出動、さらには、潜在的待機児童ではない特殊なカウ

ント方法をとっている上に成り立っています。 

 潜在的待機児童数は千単位と言われています。 

 保育所に入所させたい世帯と、世帯収入がもう少しあれば手元で育てたり、幼稚園に入園させたたり

したい、或いは、就学前の子育てのイメージがつかめず、何となく保育所という世帯では、同じ入所希

望でもまったく対応方法が異なります。 

 保育所には保育料とは別に市税から年間およそ１００万円の補助が出ています。すると、この年間１

００万円までの収入が必要な世帯に「給付付き税額控除」を提供できれば、必要とする世帯が入所しや

すくなると同時に、市の財政負担も減少につながるため、このような実効的な対策を提案しています。 

※給付付き税額控除：税額控除と手当給付を組み合わせた制度。算出された税額が控除額より多い場合は税額控除、少ない場合は

給付を受けます。例えば、10 万円の給付付き税額控除を行う場合、税額が 15 万円の人は 5 万円を納付し（10 万円の税額控除）、税額

が 5 万円の人には 5 万円の手当が給付されます。 

※川崎市資料より 


